別記
第１号様式（第６条関係）

取得財産等管理台帳

	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	耐用年数
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


（注）
（１）対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が新潟県原子力発電施設等緊急時安全対策補助金交付要綱第15条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
（２）財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。
（３）数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
（４）取得年月日は、検収年月日を記載する。


第２号様式（第７条関係）

　　　　年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 

　　　 年度新潟県緊急時避難円滑化事業補助金交付申請

新潟県緊急時避難円滑化事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第７条の規定により下記のとおり申請します。

記

１　補助事業の目的及び内容

２　補助事業の開始及び完了予定

３　補助事業に要する経費

４　補助対象経費

５　補助金交付申請額

６　添付書類
　　第３号様式：緊急時避難円滑化事業実施計画


（注）　交付要綱第７条第２項の規定に基づき、消費税等仕入控除税額を減額して申請する場合は、上記１に次の算式を明記すること。
　　　　補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金額

第３号様式
緊急時避難円滑化事業実施計画【地域名	地区名（県名）】

	担当部局名：
部の名称 部の名称


	事業経路区間
	
	原子力発電所か らの距離
	

	避難計画上の位 置づけ及び避難 方法
	
	
	

	当該経路における避難円滑化の ための課題
	課題の改善方法
	期待できる改善効果

	
	
	

	事業計画
（及び年次計画）
	年		１年目 ２年目
３年目
	総事業費
（及び年割額）
	億円　
億円　　　億円　
億円　




（実施計画の説明）
・補助事業の実施地区全景図、事業経路区間付近の見取り図
・課題の改善方法、期待される効果が確認できる図、写真、イラスト	等



地域名	地区名　 担当部局名：
	部の名称、部の名称

実施計画の年次計画

	事業内容
	第１年目
（ 　　　　年度）
	第２年目
（　　　  年度）
	第３年目
（　　　  年度）

	１．交通誘導対策等 (実施箇所数等含む)
	
	
	

	
	
	箇所数等
	
	
	

	
	①
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	

	
	③
	
	
	
	

	[bookmark: _Hlk193048855]２．避難経路改善(実施箇所数等含む)
	
	
	

	
	
	箇所数等
	
	
	

	
	①
	
	
	
	

	
	②
	
	
	
	

	３．避難円滑化課題調査等
	
	
	

	[bookmark: _Hlk192859369]
	(１) 避難円滑化課題調査
	
	
	

	
	(２) 避難円滑化の効果検証及び事業効果の
普及
	
	
	

	
事	業	費
	
億円
	
億円
	
億円







地域名：地区名 　　担当部局名：
部の名称、部の名称

当該年度の事業計画
　（単位：円）
	経費の区分
	第	年目
（　　　	年度）

	
	細目
	補助事業に
 要する経費
	補助対象経費
	内訳

	
	
	
	
	補助事業者
	間接補助事業者

	１．交通誘導対策等の強化に係る 事業
	
	
	
	

	
	イ	調査設計費
	
	
	
	

	
	ロ	設備・資機材購入費
	
	
	
	

	
	ハ	工事費
	
	
	
	

	
	ニ	その他
	
	
	
	

	２．避難経路上の改善に係る事業
	
	
	
	

	
	イ	測量調査設計費
	
	
	
	

	
	ロ	設備・資機材購入費
	
	
	
	

	
	ハ	用地費
	
	
	
	

	
	ニ	工事費
	
	
	
	

	
	ホ	その他
	
	
	
	

	３．避難を円滑に行うための課題調査、
効果検証及び事業効果の普及その他住民の円滑な避難又は一時移転の確保に係る事業 
	
	
	
	

	
	イ	調査事業費
	
	
	
	

	
	ロ	旅費
	
	
	
	

	
	ハ	会議費
	
	
	
	

	
	ニ	その他
	
	
	
	

	
（１．～３．）合計
	
	
	
	






第４号様式（第８条関係）

　　　　　年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　 年度新潟県緊急時避難円滑化事業補助金変更承認申請書


　　　 年 月 日付け 第 　号で交付決定を受けた標記事業を下記のとおり変更したいので、新潟県緊急時避難円滑化事業補助金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　変更の内容

２　変更を必要とする理由

３　変更が補助事業に及ぼす影響

４　変更後の補助事業に要する経費（経費内訳は別紙）









（別紙）
 １．変更前
経	費	内	訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費の区分
	第	年目
（　　　	年度）

	
	細目
	補助事業に
 要する経費
	補助対象経費
	内訳

	
	
	
	
	補助事業者
	間接補助事業者

	１．交通誘導対策等の強化に係る 事業
	
	
	
	

	
	イ	調査設計費
	
	
	
	

	
	ロ	設備・資機材購入費
	
	
	
	

	
	ハ	工事費
	
	
	
	

	
	ニ	その他
	
	
	
	

	２．避難経路上の改善に係る事業
	
	
	
	

	
	イ	測量調査設計費
	
	
	
	

	
	ロ	設備・資機材購入費
	
	
	
	

	
	ハ	用地費
	
	
	
	

	
	ニ	工事費
	
	
	
	

	
	ホ	その他
	
	
	
	

	３．避難を円滑に行うための課題調査、
効果検証及び事業効果の普及その他住民の円滑な避難又は一時移転の確保に係る事業
	
	
	
	

	
	イ	調査事業費
	
	
	
	

	
	ロ	旅費
	
	
	
	

	
	ハ	会議費
	
	
	
	

	
	ニ	その他
	
	
	
	

	
（１．～３．）合計
	
	
	
	




２．変更後
経	費	内	訳
単位：円）
	[bookmark: _Hlk193037772]経費の区分
	第	年目
（　　　	年度）

	
	細目
	補助事業に
 要する経費
	補助対象経費
	内訳

	
	
	
	
	補助事業者
	間接補助事業者

	１．交通誘導対策等の強化に係る 事業
	
	
	
	

	
	イ	調査設計費
	
	
	
	

	
	ロ	設備・資機材購入費
	
	
	
	

	
	ハ	工事費
	
	
	
	

	
	ニ	その他
	
	
	
	

	２．避難経路上の改善に係る事業
	
	
	
	

	
	イ	測量調査設計費
	
	
	
	

	
	ロ	設備・資機材購入費
	
	
	
	

	
	ハ	用地費
	
	
	
	

	
	ニ	工事費
	
	
	
	

	
	ホ	その他
	
	
	
	

	３．避難を円滑に行うための課題調査、
効果検証及び事業効果の普及その他住民の円滑な避難又は一時移転の確保に係る事業 
	
	
	
	

	
	イ	調査事業費
	
	
	
	

	
	ロ	旅費
	
	
	
	

	
	ハ	会議費
	
	
	
	

	
	ニ	その他
	
	
	
	

	（１．～３．）合計
	
	
	
	



第５号様式（第10条関係）

　　　　年　月　日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　 年度新潟県緊急時避難円滑化事業補助金補助事業遅延等申請書



　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった標記補助事業の遅延等の状況について新潟県緊急時避難円滑化事業補助金交付要綱第10条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　遅延等の原因及び内容

２　遅延等に係る金額

３　遅延等に対して採った措置

４　遅延等が補助事業に及ぼす影響

５　補助事業の遂行及び完了の予定
第６号様式（第12条関係）

　　　　年 月 日

新潟県知事 様

申請者  住所         　　　
氏名                       
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　 


　　　　年度新潟県緊急時避難円滑化事業補助金実施状況報告書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった標記補助事業の実施の状況について、新潟県緊急時避難円滑化事業補助金交付要綱第12条の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業の遂行状況

２　補助事業経費の区分別収支概要




第７号様式（第13条関係）

　　　　年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
     氏名                  　　 　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　　年度新潟県緊急時避難円滑化事業補助金実績報告書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった標記補助事業が完了しましたので、新潟県緊急時避難円滑化事業補助金交付要綱第13条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　実施した補助事業
　（１）補助事業の内容
　（２）重点的に実施した事項
　（３）補助事業の効果

２　補助事業の収支決算
　（１）収　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
	項　　　　目
	金　　　　　　　　　　　　額

	　自己資金
　補助金充当額
	

	　合　　　　計
	











（２）支　出
（イ）総括表
	区　　　　分
	補助事業に
要した経費
	補助対象経費
	補助金充当額

	
	計画額
	実績額
	計画額
	流用額
	流用
後額
	実績額
	交　付
決定額
	実績額

	１．交通誘導対
策等の強化に係
る 事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	２．避難経路上
の改善に係る事
業
	
	
	
	
	
	
	
	

	３．避難を円滑に
行うための課題調
査、効果検証及び
事業効果の普及そ
の他住民の円滑な
避難又は一時移転
の確保に係る事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	（１～３）
合計
	
	
	
	
	
	
	
	



（ロ）経費の内訳（各経費の配分ごとの実績の内訳を記載）


（注１）当該年度に財産を取得しているときは、交付要綱第18条第２項の規程に基づき、第９号様式による取得財産等管理明細表を添付することとする。
（注２）消費税等仕入控除税額を減額して報告する場合は、次の算式を明記すること。
　　　　補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金額


第８号様式（第15条関係）

　　　　年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　                   印
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　　　　　　年度新潟県緊急時避難円滑化事業補助金精算（概算）払請求書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった標記補助金について、新潟県緊急時避難円滑化事業補助金交付要綱第15条第２項の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記

１　請求（概算）払請求金額（算用数字を使用すること。）

２　請求金額の算出内訳（概算払の請求をするときに限る。）（別紙）

３　概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）

４　振込先金融機関名、支店名、預金の種別、口座番号及び預金の名義を記載すること。

（注）概算払の請求をするときには、別紙「概算払請求内訳書」を添付すること。








（別　紙）
請求金額の算出内訳
　（単位：円）
	経費の区分
	第	年目
（　　　	年度）

	
	細目
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	内訳

	
	
	
	
	補助事業者
	間接補助事業者

	１．交通誘導対策等の強化に係る事業
	
	
	
	

	
	イ　調査設計費
	
	
	
	

	
	ロ　設備・資機材購入費
	
	
	
	

	
	ハ　工事費
	
	
	
	

	
	ニ　その他
	
	
	
	

	２．避難経路上の改善に係る事業
	
	
	
	

	
	イ　測量調査設計費
	
	
	
	

	
	ロ　設備・資機材購入費
	
	
	
	

	
	ハ　用地費
	
	
	
	

	
	ニ　工事費
	
	
	
	

	
	ホ　その他
	
	
	
	

	３．避難を円滑に行うための課題調
査、効果検証及び事業効果の普及その他住民の円滑な避難又は一時移転の確保に係る事業 
	
	
	
	

	
	イ　調査事業費
	
	
	
	

	
	ロ　旅費
	
	
	
	

	
	ハ　会議費
	
	
	
	

	
	ニ　その他
	
	
	
	

	（１．～３．）合計
	
	
	
	






第９号様式（第16条関係）

　　　　　年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　 
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　年度新潟県緊急時避難円滑化事業補助金に係る消費税額及び地方消費税額
の確定に伴う報告書


　　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった標記補助金について、新潟県緊急時避難円滑化事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第16条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助金額（交付要綱第14条第１項による額の確定額）　　　　円
２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　円
３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　円
４　補助金返還相当額（３－２）　　　　円

（注）別紙として積算の内訳を添付すること。



第10号様式（第18条関係）
取得財産等管理明細表（　　　　年度）

	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	耐用年数
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


（注）（１）対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が新潟県原子力発電施設等緊急時安全対策補助金交付要綱第15条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
（２）財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。
（３）数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
（４）取得年月日は、検収年月日を記載する。



第11号様式（第19条関係）

　　　　年 月 日

新潟県知事 様

申請者 住所　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　 　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
電話番号　　　　　　　　　　 


　　　　　年度新潟県緊急時避難円滑化事業補助金財産処分承認申請書



　　　　　年　月　日付け　第　号をもって交付決定のあった標記補助事業について、新潟県緊急時避難円滑化事業補助金交付要綱第19条第３項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１　処分の内容

　　①処分する財産名等（別紙）　※所得財産管理台帳の該当財産部分抜粋等

　　②処分の内容（有償・無償の別も記載のこと。）及び処分予定日
　　　処分の相手方（住所、氏名又は名称、使用の目的等）

２　処分理由



第12号様式（第21条関係）
年度新潟県緊急時避難円滑化事業補助金調書
（単位：円）
	県
	補助事業者
	

	歳 出
　　予 算
 科 目
	交付決定 の額 
	収  入
	支  出
	

	
	
	科目
	予算
現額
	収入
済額
	科目
	予算 現額
	うち
補助金 
相　当　額
	 支出
 済額
	うち
補助金 
相　当　額
	翌年度
繰越額
	うち
補助金 
相　当　額
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





